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内検査における ROV の概略位置は，自身に搭載したカメラや，ROV を視認出来る位置に投下した水中
カメラの映像を元に点検作業員が目視で判断しているが，同一形状の構造物が一定間隔で並んだ炉底
部や，入り組んだ領域では，自己位置を誤判断する可能性もあり，位置同定技術が求められていた． 

































検査用 ROVとしては，給水スパージャ等への進入を可能にする直径約 30mmの細管 ROV，内径 100mm
程度の曲がりのある配管内を進行可能な小型配管 ROV，配管内面の損傷を点検可能とするために，小
型の探傷器を搭載した探傷用 ROVの３種類を開発した．また，支援用 ROVとしては，遊泳型と，壁面
に吸着して走行移動する吸着型の２種類を開発した．それぞれの基本性能，連結性能，さらには，慣
性航法式による自己位置同定機能，その情報に基づき，一定位置姿勢を保つ，停留制御機能を開発し
検証した．  
 
第５章 高放射線環境下の狭隘部調査システム 
本章では，東日本大震災に伴う，東京電力福島第一原子力発電所の事故を収束させるため，原子炉
格納容器(PCV)内の調査をするためのロボットを開発した．PCV内は極めて放射線量が高く，内部へア
クセスするための開口部は極力小さくする必要があるため，装置には狭隘部進入可能であることが求
められると同時に，PCV内部での調査時は凹凸のあるグレーチング上を走行するため，高い踏破性が求
められる．これに対し，３つのリンクの角度を変えて，上記の課題に対応した，形状変化型ロボット
を開発した．さらに，高い放射線環境下では，監視用のカメラを設置することが出来ないため，ロボ
ットの自己位置を標定するための手段が必要となる．これらのアクセス性，耐放射線性を満足し，付
加機能として位置同定を含む周辺監視機能を開発した．本章で開発したロボットは，福島第一原子力
発電所１号機のPCV内部調査に使用され，それまで不明であった，様々な情報を取得することに寄与し
た． 
 
第６章 結論 
本研究は，過酷環境に適用するために開発されたロボット，および過酷環境で活用可能な位置同定
や環境計測技術等の周辺技術の実例を整理するとともに，特に原子力発電プラントの通常の点検，検
査，さらに，事故時の復旧に資する調査等を対象とした，過酷環境狭隘部作業用ロボットシステムを
創出することを目的として実施するものである．具体的な過酷環境シーンとしては，従来のロボット
システムでは対応できない条件，すなわち「大深度水中」「狭隘空間」「アクセス経路の寸法制約」「細
管内アクセス」「高放射線環境」「凹凸面での安定走行」等の組合せを想定し，研究開発を実施したも
のである．  
また，本研究を通じて得られた知見に基づき，新たな過酷環境作業用ロボットシステムを開発する
際のあり方について論じた。過酷環境としては，狭隘空間，複雑構造物内，大深度水中，高放射線環
境等，多岐にわたり，それぞれに適したロボットは，使用環境に適応した新たなコンセプトのロボッ
トが必要になる．本論文で述べた複雑構造物内の点検ロボットや，水中狭隘部点検ロボット，大深度
配管内点検ロボット，高放射線環境下での形状変化型調査ロボット等，環境や使用条件が変わると，
独自のロボットが必要になる．これらのロボットは汎用性が低いため，新規に開発する際は，単品製
作をすることが多い．そのため，開発に当たっては，研究者，設計者，製作者のノウハウに依存する
ところが大きい．従って，開発効率上げるためには，これらのノウハウの共有や設計の勘所が整理さ
れることが望まれている．新たなロボット開発する際のノウハウとしては，①小型筐体の設計・機器
配置技術，②過酷環境対応の高耐性小型部品の開発技術，③既存技術の耐環境性評価とＤＢ構築，④
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位置同定を含む過酷環境に特化した環境測定技術等がある．過酷環境狭隘部対応のロボットは，明確
なニーズがあって開発されるものであり，当然，最終ゴールは，このニーズということになる．一方，
シーズとしては，様々なロボットのコンセプト，機能，パフォーマンスがあり，それを如何に有効に
活用するかも，重要なスキルとなる．このニーズとシーズを結びつけるのが，制約条件や環境条件と
なる．過酷環境狭隘部作業用ロボットの開発優先順位は，目的，耐環境，機能であるため，機能を落
としても，目的を達成することが重要となる．もちろん，目的を達成した上で，高度な機能が達成さ
せるのが最善の策であることは言うまでもない．言い換えれば，「既存の技術をベースに耐環境性の
高い技術を開発する」ことこが，本研究の目指すところと考える． 
